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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、2012 年 1 月にウガンダ共和国と締結した討議議事録（R/D）に

基づき、土木事業・運輸省を対象として、2012 年 2 月 27 日から技術協力プロジェクト「地方道

路地理情報システムデータベース整備および運用体制構築プロジェクト」を実施しています。 

このたび、本プロジェクトの協力終了の 6 カ月前になったところ、プロジェクトの活動の実績、

成果を相手国側関係機関と合同で評価・確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提

言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導き出すことを目的として、終了時評価調査団

を派遣しました。 

調査団は、ウガンダ共和国の終了時評価メンバーと合同評価調査団を構成して現地調査を行

い、その結果を合同終了時評価報告書として取りまとめました。報告書の内容は、プロジェクト

関係者に報告され、目標達成度、成果及び 5 項目評価の内容が確認されるとともに、提言内容は

今後取り組む事項として確認されました。 

本報告書は、同調査団による終了時評価結果及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の

協力事業の実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆さまに対し、心から感謝の意を表しま

す。 

 

平成 26 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
社会基盤・平和構築部長 中村 明 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ウガンダ共和国 案件名：地方道路地理情報システムデータベース整備およ

び運用体制構築プロジェクト 

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：社会基盤・平和構築部 協力金額（終了時評価調査時点）：3 億 1,600 万円 

協力

期間 

2012 年 2 月 27 日 

～2015 年 3 月 31 日 

（R/D）：2012 年 1 月 6 日 

先方関係機関：土木事業・運輸省（MoWT） 

日本側協力機関：株式会社エイト日本技術開発 

他の関連協力：開発計画調査型技術協力「アムル県総合開

発計画策定プロジェクト（2009 年 8 月～2011 年 7 月）」「ア

チョリ地域地方道路網開発計画プロジェクト（2011 年 4 月

～2012 年 4 月）」 

１－１ 協力の背景と概要 

ウガンダ共和国（以下「ウガンダ」という。）の運輸交通システムは、道路、鉄道、航空、

水上輸送により構成されており、道路は貨物輸送の 96.5％、旅客輸送の 95％を占めている。ウ

ガンダの道路網は国道、県道、都市道、村落道から構成されており、地方道路は District, Urban 

and Community Access Roads（以下「DUCAR」という。）と総称されている。 

現在ウガンダでは、地理情報と連動した DUCAR データベースがないことが DUCAR の整備・

計画・維持管理にあたっての問題となっている。国道については、ウガンダ道路公社（Uganda 

National Roads Authority。以下「UNRA」という。）が地理情報と連動したデータベースを構築

しており、2010 年に県道から国道に格上げされた部分を含めた最新データを保有している。一

方、DUCAR については、デンマーク国際開発庁（Danish International Development Agency。以

下「DANIDA」という。）の支援によって構築された Rehabilitation and Maintenance Planning System

（RAMPS）があり、2004 年に全県に配布されたものの、2010 年 7 月に県の数が 80 から 112 に

増加したため、システムをもっていない県が多数ある。また、RAMPS のシステムは複雑で、

研修を受けた少数のスタッフしか使用できず、データの更新や維持管理が難しいのが現状であ

る。加えて、国土住宅都市開発省（Ministry of Land, Housing and Urban Development。以下

「MoLHUD」という。）の測量地図課（Surveys and Mapping Department）にも、全国道路網の地

理情報があるが、道路区分等の情報がなく、DUCAR データベースとして活用するには、情報

の追加・更新が必要である。 

ウガンダの道路整備・計画・維持管理を担う土木事業・運輸省（Ministry of Works and Transport。

以下「MoWT」という。）には、基礎的な道路情報を含む DUCAR データベースが十分に整備さ

れていない。その結果、ウガンダ政府が 2008 年に道路維持管理のためのウガンダ道路基金

（Uganda Road Fund。以下「URF」という。）を設立したものの、各地方自治体が DUCAR 維持

管理のための適切な予算申請書を作成できず、効率的な予算配分ができていないのが現状であ

る。そんななかで、ウガンダ政府においては、JICA 実施の「アムル県総合開発計画策定プロジ

ェクト」（以下「アムル」という。）及び「アチョリ地域地方道路網開発計画プロジェクト（2011

年 4 月～2012 年 4 月）（以下「アチョリ」という。）において、管理の比較的容易な道路情報デ

ータベースが作成されたことを高く評価し、本事業に期待を寄せている。このような状況を踏
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まえ、地理情報を含む全国 DUCAR データベースの構築と維持管理体制の構築は、ウガンダの

運輸・交通セクターにとって急務となっている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

ウガンダ全土の県道・都市道（District and Urban Roads。以下「DUR」という。）に対す

る MoWT 及び地方政府（District Urban Councils。以下「DUCs」という。）の維持管理及び

改修に向けた能力が強化される。 

 

（2）プロジェクト目標 

地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的な運用を通じ、

MoWT 及び DUCs における DUR の状況把握及び管理能力が改善される。 

 

（3）成 果 

1） 地理情報システム（Geographic Information System。以下「GIS」という。）を利用した

DUCAR デジタルベースマップが作成される。 

2） MoWT と DUCs の連携により、道路インベントリデータが収集され、適切な管理のた

めの仕組みが確立される。 

3） DUCAR データベースが構築され、MoWT による適切な維持管理のための仕組みが確

立される 

 

（4） 投入（2014 年 8 月末時点） 

1） 日本側 

長期専門家派遣人数： 13 名（9 分野） 本邦研修受入人数： 5 名 

機材供与額 ： 10 万 8,590 米ドル、228 万 5,000 ウガンダ・シリング（Uganda 

Shilling。以下「UGX」という。）、138 万 8,092 円 

   （上記合計、日本円で約 1,310 万 8,222 円） 

現地活動費 ： 21 万 9,930 米ドル、6,432 万 UGX 

   （上記合計、日本円で約 2,827 万 3,670 円） 

2） ウガンダ側 

カウンターパート（Counterpart Persoonel。以下「C/P」という。）配置：19 名 

活動費： 2 億 3,195 万 5,000UGX（日本円で約 975 万 8,440 円） 

   2014 年 11 月 16 日時点レート：http：//www.oanda.com 

 

２．評価調査団の概要 

総  括 

協力企画 

評価分析 

垣下 禎裕 

島田 清仁 

山田 千晶 

JICA 社会基盤・平和構築部 参事役 

JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交通・情報通信グループ 

株式会社アンジェロセック 

調査期間 2014 年 9 月 14 日～10 月 3 日 評価種類 終了時評価調査 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成度 

1） 成果 1：達成 

終了時評価時点においては、ウガンダの DUCAR デジタルベースマップの完成が確認

された。プロジェクト開始後、MoWT やウガンダ統計局（Uganda Bureau of Statistics。以

下「UBOS」という。）、MoLHUB 及びアチョリ等、JICA 関係プロジェクトの各関係機関

から、デジタルベースマップに関するデータの収集及びレビューを行った。C/P は、GIS

エンジニア、GIS マッピング専門家の支援を受け、収集したデータをデジタルベースマ

ップに取りまとめた。特に、RAMPS のデータにおいては、2010 年に県道から国道に格

上げされた道路情報を含めた、信頼性の低いデータに関し細心の注意を払ったレビュー

を行った。情報が不足していた県や地区については、衛星画像を購入し対応を行った。

今後は、デジタルベースマップにおいて道路以外の経済指標を変更した場合には、デジ

タルベースマップの更新を行う予定である。 

2） 成果 2：おおむね達成 

専門家のサポートの下、パイロットインベントリ調査は C/P と DUCs によって実施さ

れ、2014 年 5 月に終了した。それ以降は、C/P と DUCs が主体性をもってインベントリ

調査を継続している。また、収集されたデータはプロジェクト事務所にてデータベース

に入力されている。道路インベントリを適切に管理するために、道路インベントリ調査

の実施やデータベースにデータを入力する作業において、MoWT と DUCs の役割と責任

を明確にした。現在、インベントリフォーマットやインベントリマニュアルが完成した

ことにより、全国で統一された基準や規定に基づいてデータの収集が行われている。パ

イロットインベントリ調査を通じて、C/P は、共通の評価・調査基準に基づいた調査が

行えるようになっただけでなく、収集した調査結果を系統的に整理かつレビューができ

るようになった。以下に、終了時評価時点におけるインベントリデータに関する実績を

示す。 

これより、本成果はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

インベントリデータ District（県道） Urban Council（都市道） 計 

対象数/総数 38/111 
49（17MCs, 32TCs）/

197（21MCs, 176TCs）
 

対象道路延長/道路総延長 12,963km/26,875km 3,764km/7,831km 16,727km/34,706km

カバー率 48.2％ 48.1％ 48.2％ 

 

3） 成果 3：おおむね達成 

終了時評価時点においては、DUCAR のデータベース及びそのマニュアルは、2014 年

12 月の完成をめざし、構築中であることが確認された。MoWT が DUCAR データベース

を適切に、かつ、継続した維持管理をするためには、専門家及び C/P は、データベース

の更新頻度や更新者、更新方法等について改めて議論し、その内容を最終版として明文
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化し、MoWT のデータベース更新に携わる関係者に配布することになっている。 

これより、本成果はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

データベース District（県道） Urban Council（都市道） 計 

対象数/総数 38/111 
35（12MCs と 23TCs）/ 

197（21MCs と 176TCs） 
 

対象道路延長/道路総延長 12,963km/26,875km 2,800km/7,831km 15,764km/34,706km

カバー率 48.2％ 35.8％ 45.4％ 

 

（2） プロジェクト目標の達成度：おおむね達成 

プロジェクト開始当初から、デジタルベースマップ及び道路インベントリデータを含

む、データベースの構築のための活動が実施されている。データベースが構築されれば、

既存の道路状況の把握が可能となる。終了時評価時点においては、データベースはいまだ

構築中であるが、2014 年 12 月には完成予定である。データベースの更新頻度や維持管理

における MoWT 及び DUCs それぞれの役割と責任は明確であることが確認された。そのた

め、プロジェクトの残りの期間では、MoWT と DUCs が適切に道路維持管理できるよう、

データベースをツール（手段）として、どう効果的に使うかに注力すべきである。地理情

報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的な運用を通じ、MoWT 及び

DUCs による DUR の状況把握及び管理能力が改善される。 

これより、本目標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

ウガンダの開発政策、わが国のウガンダに対する援助方針、道路維持管理能力向上にお

けるニーズとの整合性、地域のニーズとの整合性、日本の技術の優位性の観点から、妥当

性は「高い」と判断される。 

＜ウガンダの開発政策との整合性＞ 

・ 「国家開発計画（National Development Plan。以下「NDP」という。）（2010）」は、「経

済インフラの質及び量の改善」を掲げ、運輸交通セクターの具体的な目標として、

「道路インフラの拡大と品質向上」と「運輸交通インフラ及びサービス提供の改善

と効率化」を挙げている。 

・ 「国家運輸交通マスタープラン（National Transport Master Plan。以下「NTMP」とい

う。）（2008）」によると、「地方運輸インフラの改善と維持管理」が道路セクター分

野における重要な政策の一つとして位置づけられている。 

・ 2002 年に策定された「第 2 次道路セクター開発プログラム（RSDP 2）」に沿った

DUCAR 開発を行うため、2005 年に「地方道路 10 年投資計画（The Ten Year District, 

Urban and Community Access Road Investment Plan。以下「DUCARIP」という。）」が

策定され、2008 年に議会承認された。これは 10 年間の戦略的な道路維持管理の予

算配分を示した計画である。この計画を実行するためにも、DUCAR データベース
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の構築は必要不可欠であり、本事業の果たす役割は大きい。 

・ その後、2012 年 6 月に「第 3 次道路セクター開発プログラム（The Third 10 Year Road 

Sector Development Program。以下「RSDP3」という。）」が策定され、そのなかにお

いて、包括的な DUCAR アセスメントを通して現状課題を把握し、その解決の政策

改善や関係機関の能力向上に努めるとしている。 

＜わが国の対ウガンダ援助方針との整合性＞ 

・ 「対ウガンダ国別援助方針及び事業展開計画（2012 年 6 月改訂）」において、「経済

成長を実現するための環境整備」は重点分野の一つとして挙げられている。日本の

技術や知見を生かした案件形成の下、広域インフラ整備や運営・維持管理に係る支

援を通じて、内陸国ウガンダの経済成長に不可欠である円滑な物資輸送の供給に貢

献するとしている。本プロジェクトは、DUCAR データベースを整備することによ

る DUR の維持管理能力強化に対する支援であり、DUCAR の適切な管理は地方物流

を円滑にし、強いては地方経済の活性化に寄与することから、わが国の援助の方向

性と合致している。 

＜地域のニーズとの整合性＞ 

・ ウガンダ全体の道路計画・整備・維持管理を担う MoWT にとって、基礎的な道路情

報を含む DUCAR データベースの未整備は致命的である。基礎情報がないために、

効果的な道路維持管理計画を作成することができず、予算措置が適切に行えない状

況となっている。よって、最新の道路インベントリデータ収集のニーズは高いとい

える。 

＜日本の技術の優位性＞ 

・ わが国は、道路維持管理分野においては、長年、モザンビークやベトナム等の世界

のさまざまな国で、技術協力プロジェクトを実施している。特にデータベースの構

築、デジタルマップの作成における日本の技術は最先端であり、本プロジェクトに

も効果的に導入されている。 

 

（2）有効性 

「成果」達成による「プロジェクト目標」達成への貢献度は十分であり、プロジェクト

目標の達成状況をかんがみると、有効性は「高い」と判断できる。 

＜プロジェクト目標の達成度＞ 

・ 道路データベースは構築中であり、2014 年 12 月までには完成される予定である。

計画どおりにプロジェクト目標が達成されるためには、道路インベントリ調査を完

了し、DUCAR データベースをできるだけ早く完成させることが課題である。なお、

この点は、プロジェクト期間内に達成されると判断される。 

＜「成果」から「プロジェクト目標」の達成に対するロジック＞ 

・ 成果 1～3 は時系列となっており、成果 1 と成果 2 を組み合わせることで成果 3 が

達成され、プロジェクト目標が達成されるという関係である。三つの成果が達成さ

れれば、ウガンダ全土の DUR の位置及びインベントリが把握でき、MoWT により

データベースが活用され、プロジェクト目標は達成されるといえる。よって、三つ

の成果がプロジェクト目標の達成に貢献するというプロセスと論理性は明確かつ
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効果的であると判断される。 

＜「成果」から「プロジェクト目標」に至るまでの外部条件＞ 

・ 終了時評価時点においては、ウガンダの県の数は増減していない。よって、外部条

件「県の数が分割等によって大幅に変わらない」は満たされているといえる。 

＜JICA の他案件との連携＞ 

・ 2013 年 4 月、タンザニアで実施中の技術協力プロジェクト1がウガンダを訪問し、

本プロジェクトの C/P と道路維持管理に関する意見交換を行った。これらはウガン

ダ及びタンザニア側双方が、DUCAR 維持管理の知見を広げるだけにとどまらず、

視野をも広げることのできる絶好の機会となった。また、JICA 実施プロジェクトで

ある「アチョリ」や「アムル」で整備された GIS データを利用することで当該プロ

ジェクトの対象地域では別途インベントリ調査の実施が不要となる等、本プロジェ

クトにおいて有効に活用されたことが確認された。 

 

（3） 効率性 

投入実績により生み出される成果の程度の観点から、「やや高い」と判断される。 

＜成果の達成度＞ 

終了時評価時点において、成果 1 は達成されており、成果 2～3 はおおむね達成され

ている。残りのプロジェクト期間で、DUCAR データベースが 50％以上カバーされれば、

プロジェクト終了時までに、すべての成果は達成されると判断される。 

＜投入の実績状況（成果を達成するための投入の質、量及びタイミング）＞ 

・ 日本側及びウガンダ側による投入は、目標達成に向け期待される成果を産出するた

めにおおむね必要かつ十分なものであったことが確認された。 

① 本邦研修が 3 回実施され、研修参加者全員が研修に大変満足していることが確

認された。ウガンダでは取り入れられていない技術に触れることにより、更に

新しい技術を学びたい、日本で学んだ技術をウガンダで活用したいという参加

者の意欲が高まった。また、研修を通じて、事前に抱いていた技術的な疑問を

も解決することができたのである。 

② MoLHUD が管理している DUCAR の GIS データや DANIDA が支援した GIS デ

ータとインベントリデータ等、ウガンダ政府機関に散在する既存のデータをレ

ビューし、それらをできるだけ効果的に活用することが必要であると判断し、

それらの活用に至ったことは、プロジェクトへの投入を最小限に抑えたという

点で効率性が高いといえる。 

＜「活動」から「成果」に至るまでの外部条件＞ 

・ 「活動」から「成果」に至るまでの外部条件は四つある。終了時評価時点において、

そのうちの一つ、MoWT のプロジェクト予算が大幅に遅れることなく配分される、

が満たされていないことが確認された。 

 

 

                                                        
1 タンザニア連合共和国地方道路開発技術向上プロジェクト（2012 年 2 月 24 日～2016 年 3 月 25 日） 
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（4） インパクト 

上位目標の達成見込み、プロジェクト目標と上位目標が乖離していないこと、及び上位

目標達成に向けたプロジェクトによる正のインパクトが確認されていることから判断す

ると、インパクトは「高い」と判断できる。 

＜上位目標の達成見込み＞ 

・ 終了時評価時点において、上位目標の達成見込みを判断することは時期尚早である。

上位目標の達成のためには、プロジェクト目標の達成が絶対であり、達成には道路

維持管理計画や予算計画の策定など、戦略的な計画が必要である。終了時評価時点

においては、上位目標達成に必要なこれらの計画を策定するための活動が既に実施

されていることが確認された。道理維持管理計画は道路状態を良好に保つために、

また、予算計画は適切な予算を確保するため、それぞれが必要不可欠な計画である。

＜プロジェクト目標と上位目標の因果関係＞ 

・ プロジェクト目標が上位目標の達成に寄与するためには、残りのプロジェクト期間

中に、①C/P 主導によるインベントリ調査の完了、②DUR データベースの構築、③

道路維持管理計画の活用、④予算計画に基づいた適切な予算の確保、この四つが絶

対条件となる。MoWT 及び DUCs は主体性をもち、上記条件を満たすための活動を

開始していることは確認されており、これらが継続して実施されれば、上位目標の

達成見込みも高く、プロジェクト目標と上位目標は乖離していない。 

＜プロジェクトの波及効果＞ 

・ プロジェクト実施による正のインパクトが確認された。なお、負のインパクトは確

認されていない。終了時評価時点において、数名の C/P が、GIS の知識を更に深め

るためにマケレレ大学の修士課程で勉強していることが確認された。また、別のエ

ンジニアはインターネットを使用して GIS の学習を始めた。このような行動は、プ

ロジェクト活動に参加することにより得られたデータベースの必要性や重要性の

認識に起因しており、これらの行動の変化は、プロジェクト成果の持続性に寄与す

るといえる。また、MoWT は、学習を望む職員に奨学金をだすことにより、プロジ

ェクトの成果を高める組織的枠組みの開発を促進させているといえる。 

＜「プロジェクト目標」から「上位目標」に至るまでの外部条件＞ 

・ プロジェクト効果の持続性を確保するための政策は維持されるものと判断される。

また、終了時評価時点において、DUCAR の改修と維持管理における MoWT 及び

DUCs の役割は変更されていないことが確認されている。よって、外部条件は満た

されているといえる。 

 

（5） 持続性 

持続性は、以下四つの政策的、組織的、技術的及び財政的側面から「やや高い」と判断

される。 

＜政策的側面＞ 

・ NDP は、「運輸交通インフラ及びサービス提供の改善と効率化」と「道路インフラの

拡大と品質向上」を低所得国から脱却するための方針として挙げており、RSDP3 で

は、包括的な DUCAR アセスメントを通して現状の課題を把握し、それを解決するた
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めの政策改善や関係機関の能力向上に努めるとしている。よって、ウガンダ側でプロ

ジェクト効果の持続性を確保するための政策は維持されるものと判断される。 

＜組織的側面＞ 

・ MoWT のプロジェクトに対するオーナーシップは、プロジェクト活動を重ねるごと

に徐々に確保されつつあるといえる。さらにエンジニアは、プロジェクトが進むに

つれ、道路維持管理にかかる必要な予算を確実に確保するための道路維持管理計画

の作成は絶対条件であり、そのためのデータを適切に管理する必要性への理解が深

まった。しかし、将来に向け、C/P 個人レベルだけではなく、組織レベルで取り組

むことにより、プロジェクト成果を高めるとともに継続した維持管理が行われると

期待されている。プロジェクト活動を通じて構築された MoWT と DUCs の良好な関

係はデータベース等のプロジェクト成果を維持するためには非常に有効と考えら

れる。その理由としては、継続してデータベースが更新されるためには道路インベ

ントリ調査は必要であり、MoWT のサポートの下、DUCs により実施されることが

期待されているからである。MoWT は、プロジェクト終了後も必要に応じて、DUCs

に研修を提供するだけでなく、連携を効果的にするため、相互のコミュニケーショ

ンを円滑にしつつ、双方の情報共有体制を構築し、良好な関係を維持することが期

待される。 

＜技術的側面＞ 

・ インベントリ調査やデータベースの構築等、専門家が C/P と実践ベースにおいて、

ともに作業をすることによりプロジェクトで用いられた技術を徐々に C/P が習得し

つつあることが確認された。実践ベースの活動に参加することにより、自信がつき、

現在実施されているインベントリ調査においては、専門家は同行しないため、C/P

がインセンティブをもって DUCs とともに活動している。道路データベースは、

MoWT が毎年更新することをめざしており、継続的に活用できるデータベースを構

築し、地方自治体による道路インベントリデータも毎年更新することを目的として

いる。そのため、データベースの構造を複雑にせず、専門家の支援がなくても MoWT

が変更や更新を行えるようにし、また、実践研修への参加や道路点検フォーマット

及びマニュアルの作成を行ってきた。さらに、道路インベントリデータ収集の項目

においては、将来的に道路区分が変更されてもデータを活用できるよう統一性の高

いものにするだけでなく、地方自治体の限りある人材によっても更新が行えるよう

簡易なフォーマットとした。今後、DUCAR データベース維持管理マニュアルが、

MoWT によって正式に承認されることになり、本プロジェクトで用いられた技術は

プロジェクト終了後もウガンダで受容されることが見込まれる。 

＜財政的側面＞ 

・ DUCAR 維持管理の予算措置のためにウガンダ道路基金が設立されたものの、各地

方自治体は DUCAR の情報・状況を把握していなかったため、道路維持管理計画の

策定やそれに基づいた年度予算計画が作成されておらず、適切な予算申請及びウガ

ンダ道路基金の活用が十分にできていなかった。本プロジェクトにおいて、デジタ

ルベースマップの作成、データベースの構築が行われることにより、道路維持管理

計画だけでなく、予算計画の策定が可能となる。今後は、データベースの更新等を
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行うとともに既に構築されたデータベースを使い、予算申請を行うことでプロジェ

クトの成果は継続される可能性が高いといえる。定期的にデータベースを更新する

ために、DUCs はインベントリ調査を実施するための予算を確保する必要がある。

DUCs は地方自治省（Ministry of Local Government。以下「MoLG」という。）の傘下

にあるため、インベントリ調査の実施に係る経費は MoLG によって確保される必要

がある。年次地方政府財政委員会において、MoLG に道路維持管理の重要性を理解

してもらうのはもちろんのこと、道路維持管理のための予算を確保してもらうこと

が最重要課題である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

計画内容に関する、効果発言に貢献した要因は確認されなかった。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

プロジェクトにおける C/P のイニシアティブ：プロジェクト開始当初、日本人専門家の

主導によりパイロットインベントリ調査を行い、C/P は技術や知識を専門家より学ぶこと

ができた。その後、技能を習得した C/P が主体性をもって調査実施する姿が確認されてい

る。また、DUCs エンジニアにも、そのノウハウを移転するなど、技術移転を行う姿が確

認されている。C/P は、徐々に自信をもちはじめており、プロジェクト終了後も高いイニ

シアティブをもってインベントリ調査等を継続すると期待できる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

計画内容に関する、問題点及び問題を惹起した要因は確認されなかった。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

プロジェクト進捗と成果：プロジェクト開始当初、パイロットインベントリ調査は 2013

年 7 月に終了する予定であったが、適切な C/P の配置及び調査に必要な予算配分の遅延に

より、2014 年 5 月まで調査は延長されることとなった。 

 

３－５ 結 論 

結論として、プロジェクト終了時までにウガンダと日本双方の努力により、プロジェクト目

標はおおむね達成されるといえる。プロジェクトの成果については、デジタルデータベースが

構築され、インベントリ調査の技術やノウハウを専門家が C/P に移転しながら、パイロット調

査が実施される姿が確認されている（成果 1 と 2）。その後、C/P は、徐々に自らの技術に自信

をもちはじめ、終了時評価時点においては C/P が主体的にインベントリ調査を行っていること

が確認されている。現在実施中のインベントリ調査は、2014 年 12 月の終了をめざしている（成

果 3）。 

データベースの構築は、プロジェクト目標ではなく、むしろ、適切に道路維持管理を実施し

ていくために必要な道路維持管理計画や予算計画を策定するための道具として活用すること
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が求められている。新たなデータベースを活用することにより、維持管理サイクルを機能させ

るために必要な「PDCA サイクル2」における「P=Plan」が可能となる。「P」の実施後、「Do」

に向けて動き出すことが C/P に期待されている。 

これより、本プロジェクトは変化する環境のなかで可能な限りの成功を収めたと考えられる

ことから、評価チームはスケジュールどおりに終了することが妥当と結論づける。また、構築

したデータベースを道路維持管理計画や予算計画の策定に有効に活用されるために、適切な道

路維持管理が長期的に実施されるために必要な活動を残りのプロジェクト期間で実施するこ

とが望まれる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1） 道路維持管理における今後の方針について 

道路維持管理については調査（情報収集）、分析、計画、実行といった体系的なサイク

ル（PDCA サイクル）に基づき行われることが期待される。つまり、適切な道路維持管理

を実施するうえで、単に点検等の調査を広範囲で実施するのみならず、点検後の総合的な

フォローアップが不可欠であるということである。これより、MoWT が本プロジェクトの

上位目標を達成するためにはまだ達成されるべき課題が存在すると考える。 

上述の状況を踏まえ、調査団は MoWT に対し、本プロジェクトで構築されたデータベー

スが効果的かつ効率的に道路維持管理の PDCA サイクルに活用されるための体系的な枠組

みを整備することを提案する。 

 

（2） プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の修正 

本プロジェクトの調査期間中、DUCAR 全体の総延長が当初想定よりも大幅に長いこと

が判明し、それに伴い現地点でのインベントリ調査の進捗状況が厳密には達成目標値であ

る 50％に達していないことが判明した。このような状況のなか、調査団は達成目標値を全

体の割合にて設定するのではなく、達成地域数で設定する方が適切であると判断し、これ

より、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」とい

う。）に記載の評価指標を変更することを提案する。 

 

（3） 教 訓 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標の指標 1 として「DUCAR データベースが MoWT

によって毎年更新される」ことを設定しており、本プロジェクトにて継続的に実施した

MoWT 主体のインベントリ調査により、データベースの情報が日々更新されたことから、

指標 1 の達成度合いを「おおむね達成」と判断した。一方、指標 1 の文脈からは「データ

ベース完成後の定期的な更新」を意図するような印象も受けかねず、プロジェクト目標の

指標として「何を測定すべきか」より一層明確な指標の表現に努める余地がなかったか、

今後の別案件の参考となれば幸いである。 

 

 

                                                        
2 PDCA cycle（plan-do-check-act cycle）は、活動等を円滑に進める手法の一つである。Plan（計画）→ Do（実行）
→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことにより、業務の改善をめざす。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の経緯 

ウガンダ共和国（以下「ウガンダ」という。）の運輸交通システムは、道路、鉄道、航空、水

上輸送により構成されており、道路は貨物輸送の 96.5％、旅客輸送の 95％を占めている。ウガン

ダの道路網は国道（National Road）、県道（District Road）、都市道（Urban Road）、村落道（Community 

Access Road）から構成されており、国道を除く地方道路は DUCAR と総称されている。 

現在ウガンダにおいては、地理情報と連動した DUCAR データベースがないことが DUCAR の

整備・計画・維持管理にあたっての問題となっている。国道については、UNRA が地理情報と連

動したデータベースを構築しており、2010 年に県道から国道に格上げされた部分を含めた最新デ

ータを保有している。一方、DUCAR については、DANIDA の支援によって構築された RAMPS

があり、2004 年に全県に配布されたものの、2010 年 7 月に県の数が 80 から 112 に増加したため、

システムをもっていない県が多数ある。一方、RAMPS のシステムは複雑で、トレーニングを受

けた少数のスタッフしか使用できず、データの更新や維持管理が難しいというのが現状である。

DANIDA は 2004～2008 年に全地球測位システム（Global Positioning System。以下「GPS」という。）

による道路位置情報の収集を行ったが、県道の 70～80％がカバーされたのみであり、都市道や村

落道はカバーされていない。一方、ウガンダの MoLHUD の測量地図課（Surveys and Mapping 

Department）にも、全国道路網地理情報はあるが、道路区分等の情報がなく、DUCAR データベー

スとして活用するには、情報の追加・更新が必要である。また、ウガンダの道路整備・計画・維

持管理を担う MoWT には、基礎的な道路情報（道路名、道路区分、距離、位置、状況等）を含む

DUCAR データベースが十分に整備されていない。このような状況下、ウガンダ政府は 2008 年に

道路維持管理のためのウガンダ道路基金を設立したにもかかわらず、各地方自治体が DUCAR 維

持管理のための適切な予算申請書を作成できず、効率的な予算配分ができていない。 

そのような状況のなかで、ウガンダ政府においては、JICA が北部地域において実施した開発計

画調査型技術協力「アムル県総合開発計画策定プロジェクト（2009 年 8 月～2011 年 7 月）」（以下

「アムル」という。）及び「アチョリ地域地方道路網開発計画プロジェクト（2011 年 4 月～2012

年 4 月）」（以下「アチョリ」という。）において、管理の比較的容易な道路情報データベースが作

成されたことを高く評価し、本事業に期待を寄せている。 

このような状況を踏まえ、地理情報を含む全国 DUCAR データベースの構築と維持管理体制の

構築は、ウガンダの運輸・交通セクターにとって急務となっている。 

 

１－２ 終了時評価調査の目的 

終了時評価調査の目的は以下のとおりである。 

（1）プロジェクト目標の達成度を総合的に検証するとともに、プロジェクトの実績及び実施プ

ロセスを確認し、ウガンダ側と日本側が合同で評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、持続性）の観点から評価を行う。 

（2）評価結果を踏まえたうえで、プロジェクト目標の達成に向け、プロジェクト残存期間にお

ける活動の方向性及び計画の軌道修正の必要性について提言を行う。また、協力終了の適否

を判断する。 

 



－2－ 

１－３ 調査団の構成 

終了時評価調査団の構成は以下のとおりである。 

担当分野 氏名 所属 

総  括 垣下 禎裕 JICA 社会基盤・平和構築部 参事役 

協力企画 島田 清仁 JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交通・情報通信グループ 

評価分析 山田 千晶 株式会社アンジェロセック 

 

１－４ 調査日程 

終了時評価調査は、2014 年 9 月 14 日（月）～10 月 3 日（金）の日程で実施された。詳細は以

下のとおりである。 

日程 
活動内容 

宿泊地 
垣下（総括） 島田（協力企画） 山田（評価分析） 

9 月 14 日 日 

 

成田発  

9 月 15 日 月 カンパラ着 カンパラ

9 月 16 日 火 
午前

午後

JICAウガンダ事務所表敬訪問 

MoWT 表敬訪問 

専門家への聞き取り調査 

カンパラ

9 月 17 日 水 終日 C/P への聞き取り調査 カンパラ

9 月 18 日 木 終日 C/P への聞き取り調査 カンパラ

9 月 19 日 金 
午前

午後

C/P への聞き取り調査 

専門家への聞き取り調査 
カンパラ

9 月 20 日 土 成田発 終日 報告書作成 カンパラ

9 月 21 日 日 
午前 カンパラ着 午前 報告書作成 

カンパラ
午後 団内打合せ 

9 月 22 日 月 

午前 

 

午後 

 

MoWT 次官へ表敬訪問 

MoWT とキックオフミーティング 

MoWT と打合せ 

JICA ウガンダ事務所への表敬訪問 

カンパラ

9 月 23 日 火 
午前 

午後 

団内打合せ 

MoWT と打合せ 
カンパラ

9 月 24 日 水 
午前 

午後 

世界銀行と打合せ 

報告書作成 
カンパラ

9 月 25 日

～30 日 

木 

～ 

火 

終日 他案件調査 カンパラ

10 月 1 日 水 
午前 

午後 

他案件調査 

団内打合せ 
カンパラ

10 月 2 日 木 終日 MoWT と協議議事録（M/M）ドラフトの協議 カンパラ

10 月 3 日 金 
午前 

午後 

他案件調査 

合同調整委員会（JCC）と M/M 署名式 
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１－５ 主要面談者（敬称略・順不同） 

 ＜MoWT＞ 

 Mr. Alex B. Okello Permanent Secretary（次官） 

 Mr. James Collins Dombo Under Secretary/Finance and Administration（次官補） 

 Mr. Rwanga Robert Acting Director of Engineering and Works  

 Mr. Stephen K. Kitonsa Assistant Commissioner District & Community Access Roads

 Mr. Alex Onen Acting Assistant Commissioner National Roads 

 Mr. Mbadhwe John Acting Principal Executive Engineer 

 Mr. Timothy Kisitu Senior Engineer, District Community Roads 

   

 ＜世界銀行（World Bank）＞ 

 Mr. Zemedkun Girma Tessema 
Senior Transport Specialist, Transport & ICT, Africa Transport 

Unit  

   

 ＜プロジェクト専門家＞ 

 高橋 宏明 総 括 

 Mr. Joel F. Cruz GIS エンジニア 

 Ms. Gina A. Milarion  GIS マッピング 

   

 ＜在ウガンダ日本国大使館＞ 

 中村 温 参事官 

  山角 恵理 専門調査員 

   

 ＜JICA ウガンダ事務所＞ 

 星 弘文 所 長 

 荒木 康充 次 長 

 川辺 了一 職 員 

 

１－６ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの要約は以下のとおりである。 

（1） 協力期間 

3 年 1 カ月間（2012 年 2 月 27 日～2015 年 3 月 31 日） 

 

（2） 実施機関 

MoWT 

 

（3） 上位目標 

ウガンダ全土の DUR に対する MoWT 及び DUCs の維持管理及び改修に向けた能力が強化

される。 
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（4） プロジェクト目標 

地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的な運用を通じ、MoWT

及び DUCs における DUR の状況把握及び管理能力が改善される。 

 

（5） 成 果 

1） GIS を利用した DUCAR デジタルベースマップが作成される。 

2） MoWT と DUCs の連携により、道路インベントリデータが収集され、適切な管理のため

の仕組みが確立される。 

3） DUCAR データベースが構築され、MoWT による適切な維持管理のための仕組みが確立

される。 

 

（6） プロジェクト活動 

1-1 既存のデータベースをレビューし、DUCAR データベース構築に向けて改善すべき問題

を特定する。 

1-2 既存のデータベースでカバーできていないエリアのデジタル地理情報を入手する。 

1-3 既存のデータベースから必要なデータを取り込み、DUCAR デジタルベースマップに入

力する。 

1-4 DUCAR デジタルベースマップ（案）を作成し、各県別の道路リストとの比較を行い、

差異を特定する。 

1-5 DUCAR デジタルベースマップにおける差分を修正する。（必要に応じて調査を実施） 

1-6 MoWT 向けに GIS に関する基礎技術研修を行う。 

2-1 国道・DUCAR における、既存の道路インベントリのフォーマット、マニュアルをレビ

ューし、改善すべき問題を特定する。 

2-2 DUR 向けの道路インベントリのフォーマット、マニュアルを作成する。 

2-3 DUCs ごとに道路インベントリ現地調査チームを組織する。 

2-4 道路インベントリ現地調査チーム向けの研修を行う。 

2-5 パイロット地域を選択し、道路インベントリ作成のための現地調査をオンザジョブ・ト

レーニング（On-the-Job Training。以下「OJT」という。）形式にて実施する。 

2-6 パイロット地域外の道路インベントリ作成のための現地調査を C/P 主導で実施する。 

3-1 DUCAR データベース構築のために、道路インベントリデータを DUCAR デジタルベー

スマップと統合する。 

3-2 DUCAR データベース維持管理のためのマニュアルを作成する。 

3-3 DUCAR データベース維持管理研修を MoWT 及び他の道路セクター機関に対して実施す

る。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 終了時評価調査のプロセス 

本評価調査は、以下三つのステップにより実施した。 

 

 

 

 

第 1 ステップでは、プロジェクトによる内部評価として、PDM 及び活動計画（表）（Plan of 

Operations。以下「PO」という。）に沿った活動・成果・プロジェクト目標実績表、上位目標の達

成見込み、専門家や機材・研修等の投入実績表が作成された。 

第 2 ステップでは、評価分析団員（コンサルタント）が、専門家をはじめとするプロジェクト

関係者への聞き取り調査を実施し、その結果を基にプロジェクトの活動や成果等の評価及び分析

を行った。 

第 3 ステップでは、ウガンダ側と日本側により評価調査を実施した。第 1 ステップによる自己

評価及び第 2 ステップによる評価分析結果を基に、評価 5 項目に沿って本プロジェクトのプロジ

ェクト目標及び成果の達成状況を確認し、主に阻害要因に基づいた改善の方向性、提案等、提言

の抽出を行った。結果について協議議事録（Minutes of Meeting。以下「M/M」という。）にまと

め、MoWT 次官補と調査団長で締結を行った。 

 

２－２ データ収集方法 

本評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

・ プロジェクト中間業務進捗報告書、業務従事月報/活動報告、実績確認票等 

・ プロジェクト関係者への聞き取り調査（MoWT 職員、DUCs 職員、専門家等） 

・ 現地調査 

 

２－３ 評価項目 

２－３－１ プロジェクトの実績の検証 

PDM 及び PO に基づき、投入は計画どおり実施されたか（計画との比較）、成果は計画どお

り達成されるか（目標との比較）、プロジェクト目標は達成されるか（目標との比較）、上位目

標の達成の見込みがあるか（目標との比較）を検証した。 

 

２－３－２ 実施プロセスの検証 

活動は計画どおりに実施されたか、プロジェクトのマネジメント体制に問題はなかったか、

相手国実施機関のプロジェクトに対する認識は高いか、プロジェクトの実施過程で生じる問題

の要因や効果発現に影響を与えた要因は何か、等を検証した。 

 

２－３－３ 評価 5 項目 

妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の評価 5 項目によりプロジェクトの評価を行

った。評価 5 項目の詳細を下記に示す。 

第 1 ステップ 

プロジェクト自己評価 

第 2 ステップ 

コンサルタント（評価分析）評価

第 3 ステップ 

終了時評価調査団評価 
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妥当性 

本プロジェクトは、ウガンダの開発政策やわが国の援助方針と整合性があるか、

対象地域・社会のニーズに合致しているか、ターゲットグループのニーズに合致

しているか、プロジェクトの技術移転方法は適切かなどを評価する。 

有効性 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標を達成する阻害要因

はあるか、成果はプロジェクト目標を達成するために十分であるか、成果からプ

ロジェクト目標に至る外部条件は現時点においても正しいかなどを評価する。 

効率性 

成果の達成は見込まれるか、成果達成を阻害した要因はあるか、成果を産出する

ために十分な活動が実施されたか、成果を産出するために十分な投入があった

か、外部条件による影響はないか、計画に沿って活動を行うために、過不足ない

量・質の投入がタイミングよく実施されたかなどを評価する。 

インパクト 

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか、上位目標を達成する

阻害要因はあるか、上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか、プロジェ

クト目標から上位目標へ至る外部条件は現時点でも正しいか、上位目標以外の効

果・影響が想定されるかなどを評価する。特にマイナスの影響が想定される場合

は、それを軽減するための対策がとられているかを検証する。 

持続性 

プロジェクト目標、上位目標などのプロジェクトがめざしている効果は、プロジ

ェクト終了後も持続すると見込まれるかを評価する。それらの持続的効果の発現

要因、阻害要因は何かを制度面、組織面、財政面、技術面の観点から評価する。
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

終了時評価時点の日本側、ウガンダ側の投入実績は以下のとおりである。 

（1） 日本側の投入実績 

項目 実績（2014 年 8 月 31 日時点） 

専門家 

派遣 

終了時評価調査までに 9 の専門分野（以下参照）において、13 名の専門家が、

述べ 70.30 人月で派遣された。専門家派遣の詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 3」

を参照。 

・ 総括/道路計画 ・ 道路インベントリ調査（1） 

・ 副総括/道路エンジニア ・ 道路インベントリ調査（2） 

・ GIS エンジニア 

・ 道路維持管理/研修（1） 

・ 道路インベントリ調査（3） 

・ GIS マッピング 

・ 道路維持管理/研修（2）  
 

現地 

活動費 

現地活動費は、主にプロジェクトスタッフ人件費、交通費及び研修費用に使用さ

れた。その詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 4」を参照。 

供与 

資機材 

MoWT からの要請機材及び日本側によるその妥当性の判断に基づいた Handy 

GPS、VIMS system software 及び Auto CAD map 等の資機材が供与された。MoWT

への聞き取り調査結果によれば、現状における問題は特にないことが確認された。

資機材の詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 5」を参照。 

本邦研修 

2013 年 7 月 24 日～8 月 9 日まで、本邦研修が実施され、計 5 名が研修に参加し

た。本邦研修の参加者の詳細は、下記のとおりである。 

氏名 役職 所属先 

Mr. Okullu Yorobwam Civil Engineer Inspection and Monitoring for DUCAR 

Network (Eastern Region) 

Mr. Baguma Alex 

Njuma 

Civil Engineer Inspection and Monitoring for DUCAR 

Network (Central Region) 

Mr. Ssozi Vincent Principal 

Statistician 

Transport Sector Management 

Information System 

Mr. Victor. J Banga Civil Engineer Inspection and Monitoring for DUCAR 

Network (Central Region) 

Mr. Kisitu Timothy Senior Engineer Project Coordinator for JICA DUR 

Mapping & Database Project 
  

 

（2） ウガンダ側の投入実績 

項目 実績（2014 年 8 月 31 日時点） 

C/P 配置 

MoWT は、技術局長補（Acting Director of Engineering and Works）、上級技師

（Principal Executive Engineer）を含む技術者計 19 名を、本プロジェクトに配置し

ている。そのうち 4 名は、プロジェクト専従 C/P として参画しており、その他は本
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来の業務と併用して、インベントリ調査や GIS 研修をはじめとするプロジェクト活

動に必要に応じて参加をしている。詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 6」を参照。

活動費 
活動費は、主に事務所運営費やパイロットプロジェクト実施費等に活用された。

詳細は、付属資料 3 の「M/M Annex 7」を参照。 

 

３－２ 成果の達成状況 

以下、PDM の成果の指標に対する実績について記述する。 

成果 1 GIS を利用した DUCAR デジタルベースマップが作成される 

指標 達成状況 

1 DUCAR デジタル

ベ ー ス マ ッ プ が

50％の県道と 50％

の都市道をカバー

する（達成） 

終了時評価時点において、すべての DUR を網羅した DUCAR デジタル

ベースマップの完成が確認された。 

Highway Development & Maintenance（以下「HDM4」という。）/ROMAP

（UNRA）3、RAMPS（DANIDA）4や GIS データベース（MoWT、MoLHUD）

のデータ及び地理情報をレビューし、RAMPS のデータを基に DUCAR デ

ジタルベースマップを作成することとした。データが不足している道路

情報については、道路の位置や線形が確認できる衛星画像を購入した。

その画像のデジタル処理を行うことにより対応した。C/P は GIS エンジ

ニア及び GIS マッピング両専門家の支援を受け、デジタルベースマップ

作成の作業を進めた。当分、デジタルベースマップの更新は予定されて

いないが、行政組織・道路区分・道路新設・廃道等・道路ネットワーク

に変更があれば、更新することとなっている。 

2 50％以上の地方道

路課の技術スタッ

フがGIS研修に参加

する（達成） 

 

MoWT の地方道路課技術者計 19 名を対象とした GIS 研修が 3 回実施

され、9 ページ表「GIS 研修の実績」のとおり、延べ 33 名の参加者が確

認された。各研修コースにおいて、50％を超える研修参加率が確認でき

る。 

初心者コース（1）においては、道路インベントリ調査の実地経験を通

した GPS 使用法の基礎技術を移転した。業務進捗報告書によると、参加

した技術スタッフの研修への参加意識は高く、積極的な姿勢が見られた

とのことである。上級者コース（1）及び（2）の参加者のほとんどは、

初級者コース参加者であったが、これは初級者コース参加者の「継続し

て研修を受講したい」という強い要望を受け入れたものであり、参加者

の熱意が反映され実施に至ったものである。研修者の多くは、CAD 及び

GIS の操作に関し、十分なスキルがなかったものの、研修後半になると

研修担当者に積極的に質問をするなど、徐々に操作を習得した。 

 

 

 

 

                                                        
3 世界銀行支援で整備された道路マネジメントシステムで UNRA が使用しているシステム。 
4 DANIDA の支援で整備された道路マネジメントシステムで MoWT が使用していたシステム。 
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＜GIS 研修の実績＞ 

研修名 日程（実質の研修日） 
参加人数/対象人

数（参加率） 

初心者コース（1）2012 年 7 月 17～27 日（8 日間） 10/19（53％）*1

上級者コース（1）2012 年 7 月 31 日～8 月 17 日 

（8 日間） 

11/19（58％）*1

上級者コース（2）2013 年 4 月 2～5 日（5 日間） 12/19（63％）*1

 *1：小数第 1 位を四捨五入（出典：業務進捗報告書） 

総合評価：達成 

終了時評価時点においては、ウガンダの DUCAR デジタルベースマップの完成が確認された。

プロジェクト開始後、MoWT をはじめとして、UBOS、MoLHUD 及びアチョリ等、JICA 関係

プロジェクトの各関係機関から、デジタルベースマップに関するデータの収集及びレビューを

行った。C/P は、GIS エンジニア、GIS マッピング専門家の支援を受け、収集したデータをデジ

タルベースマップに取りまとめた。特に、RAMPS のデータにおいては、2010 年に県道から国

道に格上げされた道路情報を含めた、信頼性の低いデータに関し細心の注意を払ったレビュー

を行った。また、情報が不足していた「ワキソ県及びカラモジャ地区」については、衛星画像

を購入し対応を行った。今後は、デジタルベースマップにおいて道路以外の経済指標を変更し

た場合には、デジタルベースマップの更新を行う予定である。 

 

成果 2 
MoWT と DUCs の連携により、道路インベントリデータが収集され、適

切な管理のための仕組みが確立される 

指標 達成状況 

1 道路インベントリ

データは、パイロッ

ト調査で DUR ネッ

トワークの 25％、最

終的に全ネットワ

ーク延長の約半分

をカバーする（達

成） 

専門家により提案された五つの選定基準（①現場へのアクセス性、②

早期の効果の発現が期待できる道路、③地方の拠点、④東西南北中部に

おける地域バランス、⑤アチョリのプロジェクトにより道路インベント

リ調査が実施された県を除く）により、パイロットインベントリ調査の

対象となる DUCAR 及び都市道が選定された。 

パイロットインベントリ調査は、2012 年 8 月～2014 年 5 月にかけて専

門家と C/P、DUCs エンジニアにより実施された。その後、2014 年 5 月

からは C/P 主導の下、調査が実施されている。 

終了時評価時点におけるインベントリデータの実績によると、パイロ

ット調査で DUR ネットワークの 41.3％、その後、全ネットワーク延長

の約半分にあたる 48.2％がカバーされていることを確認した。 

以下に、終了時評価時点におけるインベントリ調査の実績結果を示す。

 

＜インベントリデータの実績＞ 

調査名 地域数 延長 割合（延長） 

パイロット 

インベントリ調査

38 Districts 12,963km 41.3％ 

（14,325km） 11 MCs 1,362km 
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C/P 主導によるイ

ンベントリ調査 

6 MCs 
2,402km 

6.9％ 

（2,402km） 32 TCs 

合計 48.2％（16,727km）

 * MC：Municipal Council/TC：Town Council 

（出典：プロジェクトへの聞き取り調査結果）

2 道路インベント

リデータのフォー

マット及び維持管

理 マ ニ ュ ア ル が

MoWT により正式

に承認される（達

成） 

DANIDA により開発された RAMPS のマニュアル及びフォーマットを

参考として、C/P と専門家による議論に基づいたインベントリデータの

マニュアル及びフォーマットのドラフトが作成された。このドラフトを、

C/P とパイロット調査を実施した際に活用し、利用時に欠点等があった

場合は、その改善方法を元のドラフトにフィードバックさせ、2012 年 8

月に道路インベントリ専門家によってドラフトは最終化され、2013 年 8

月に MoWT により承認された。 

3 MoWT により最低

1 名、各 DUCs より

最低 2 名のチームが

道路インベントリ

現地調査に参加す

る（おおむね達成） 

各県で実施された道路インベントリ調査には、少なくとも MoWT 及び

DUCs から各 1 名のエンジニアが参加していることが確認されている。

しかし、DUCs から参加予定のエンジニアについては、他業務との調整

がつかないことがあり、必ずしも 2 名のエンジニアが参加したという状

況ではなかった。DUCs から 2 名が参加できない場合には、調査に参加

したエンジニアから参加できなかったもう 1 名のエンジニアに対して、

調査で得た経験や知見を共有するための内部研修の試み等が行われた。

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。

総合評価：おおむね達成 

パイロットインベントリ調査は、専門家のサポートの下、C/P と DUCs によって実施され、

2014 年 5 月に終了した。それ以降は、C/P と DUC が主体性をもってインベントリ調査を継続

している。また、収集されたデータはプロジェクト事務所にてデータベースに入力されている。

道路インベントリを適切に管理するために、道路インベントリ調査の実施やデータベースにデ

ータを入力する作業において、MoWT と DUCs の役割と責任を明確にした。現在、インベント

リフォーマットやインベントリマニュアルが完成したことにより、全国で統一された基準や規

定に基づいてデータの収集が行われている。パイロットインベントリ調査を通じて、C/P は、

共通の評価・調査基準に基づいた調査が行えるようになっただけでなく、収集した調査結果を

系統的に整理かつレビューができるようになった。以下に、終了時評価時点におけるインベン

トリデータに関する実績を示す。 

これより、本成果はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

＜インベントリデータに関する実績＞ 

インベントリデータ District（県道） Urban Council（都市道） 計 

対象数/総数 38 *1/111 
49（17MCs, 32TCs）/ 

197（21MCs, 176TCs） 

 

対象道路延長/道路総

延長 

12,963km 

*1/26,875km 
3,764km/7,831km 

16,727km/34,706km
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カバー率 48.2％ 48.1％ 48.2％ 

 *1：アチョリを含む（出典：プロジェクトへの聞き取り調査結果） 

 

成果 3 
DUCAR データベースが構築され、MoWT による適切な維持管理のため

の仕組みが確立される 

指標 達成状況 

1 DUCAR データベ

ースが 50％の県道

路 50％の都市道を

カバーする（おおむ

ね達成） 

38 県道及び 49 都市道（17MCs と 32TCs）の道路インベントリデータ

が収集され、そのうち 37 県道及び 36 都市道（13MCs と 23TCs）のデー

タはデータベースに入力されていることが終了時評価時点において確

認された。 

これらの結果を数値で示すと、DUCAR データベースは県道の 48.2％

（12,963km/26,875km）と都市道の 35.8％（2,800km/7,831km）をカバー

していることになる。2014 年 12 月までには、現在実施中のインベント

リ調査が完了し、2015 年の 1 月までには 50％以上をカバーしたデータ

ベースが完了する予定である。 

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。

2 DUCAR データベ

ー ス マ ニ ュ ア ル

MoWT により正式に

承認される（おおむ

ね達成） 

2014 年末の完成（プロジェクト期間内）をめざして、DUCAR データ

ベースマニュアルのドラフトは現在、専門家と C/P が協同して作成して

いる。マニュアルが完成すれば、2015 年 1 月に開催が予定されている合

同調整委員会（Joint Coordinating Committee。以下「JCC」という。）にお

いて、MoWT により承認される予定である。 

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。

総合評価：おおむね達成 

終了時評価時点においては、DUCAR のデータベース及びそのマニュアルは、2014 年 12 月の

完成をめざし、構築中であることが確認された。MoWT が DUCAR データベースを適切に、か

つ、継続した維持管理をするためには、専門家及び C/P は、データベースの更新頻度や更新者、

更新方法等について改めて議論し、その内容を最終版として文書化し、MoWT のデータベース

更新に携わる関係者に配布することになっている。 

これより、本成果はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

＜データベースに係る実績＞ 

データベース District（県道） Urban Council（都市道） 計 

対象数/総数 38 *1/111 
35（12MCs と 23TCs）/

197（21MCs と 176TCs）
 

対象道路延長/ 

道路総延長 
12,963km *1/26,875km 2,800km/7,831km 15,764km/34,706km

カバー率 48.2％ 35.8％ 45.4％ 

 *1：アチョリを含む （出典：プロジェクトへの聞き取り調査結果）
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３－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の達成見込みは以下のとおりである。 

 

プロジェクト目標 

地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的な運

用を通じ、MoWT 及び DUCs における DUR の状況把握及び管理能力が改

善される 

指標 達成状況 

1 おおむね達成 

DUCAR データベ

ースが MoWTによ

って毎年更新され

る 

 

終了時評価時点においては、県道の 48.2％と都市道の 35.8％のデータベ

ースが完成している。本データベースは本プロジェクトで継続的に実施さ

れている C/P 主導のインベントリ調査によって日々更新されており、2015

年の 1 月までには 50％以上をカバーしたデータベースが完了することが

確認された。完成後のデータベースにおいても、MoWT の指導及び管理の

下、DUCs 直営あるいは外部委託業者により更新される。道路維持管理、

道路改良、道路新設が毎年実施する際、及び、2 年に一度の道路インベン

トリ調査実施の際、収集した情報を反映し、データベースを更新する予定

である。 

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

2 おおむね達成 

DUCs が MoWT に

毎年道路インベン

トリデータを提出

する 

プロジェクト期間中（アチョリを含む）に実施されたインベントリ調査

で収集した県道（38 県）、都市道（17MCs と 32TCs）に関するデータは、

MoWT に毎年提出されており、既に MoWT によりデータベースに入力さ

れていることが確認されている。道路に関するデータ収集からデータベー

スへの入力までの作業の役割分担は明確になっており、関係者にも理解さ

れている。よって、各 DUCs からインベントリデータを MoWT に提出す

る仕組みは構築されているといえる。 

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

3 未達成 

DUCAR データベ

ースが MoWT や

DUCs の事業計画、

投資計画、年次報

告書等の作成に活

用される 

プロジェクトの残りの期間では、どの道路を維持管理し、改修するかの

優先順位がついた道路維持管理計画の策定を実施予定である。2014 年 2

月及び 5 月、テクニカルワーキンググループ（TWG）会合において、優先

順位づけの手法（選定基準）について協議が行われており、その選定基準

は既に TWG 議長にも承認されている。9 月下旬に、C/P は専門家の指導の

下、その選定基準に従い、インベントリ調査が終了した県のデータを活用

し、道路の優先順位づけを行い、道路維持管理計画を策定する予定である。

道路維持管理計画が完成することにより、適切な年次予算計画の作成が可

能となる。 

これより、本指標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

総合評価：おおむね達成 

プロジェクト開始当初から、デジタルベースマップ及び道路インベントリデータを含む、デ

ータベースの構築のための活動が実施されている。データベースが構築されれば、既存の道路

状況の把握が可能となる。終了時評価時点においては、データベースはいまだ構築中であるが、

2014 年 12 月には完成予定である。 
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専門家や C/P への聞き取り調査によると、既にデータベースの更新頻度や、データベースの

維持管理における MoWT 及び DUCs それぞれの役割と責任は明確になっているということが確

認された。そのため、プロジェクトの残りの期間では、MoWT と DUCs が適切に道路維持管理

できるよう、データベースをツール（手段）として、どう効果的に使うかに注力すべきである。

地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的な運用を通じ、MoWT

及び DUCs による DUR の状況把握及び管理能力が改善される。 

これより、本目標はプロジェクト期間内に達成されると判断される。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標の達成見込みは以下のとおりである。 

上位目標 
ウガンダ全土の DUR に対する MoWT 及び DUCs の維持管理及び改修に

向けた能力が強化される 

指標 達成状況 

1 すべての DUCs

が、毎年更新された

データを用い、道路

維持管理計画を遅

延することなく作

成する 

DUCs は、2015 年 5 月末までにウガンダ道路基金に直接、道路維持管

理計画を提出することになっている。道路インベントリ調査は毎年実施

される予定である。DUCs により実施された調査の結果に基づき、MoWT

は道路維持管理を行う道路の優先度を分析し、DUCs は、この分析結果を

基に道路維持管理計画を作成することが期待される。ウガンダ道路基金

に維持管理計画を提出するためには、計画の作成に先立ち、DUCs 自身に

よる道路インベントリ調査を実施することが前提となる。 

「すべての DUCs がデータベースを毎年更新する」という事項に関し

て、まだすべての DUR においてインベントリ調査が実施されていない。

このような状況であり、近い将来、世界銀行5の支援により、ローカルコ

ンサルタントがインベントリ調査及びデータベースの構築プロジェクト

を開始することが決定している。C/P は、このプロジェクトにより可能な

限り参加し、プロジェクトで得た知見を生かし反映させることで、残り

の県においても、データベースの毎年更新という成果が得られると期待

される。 

2 MoWTが毎年更新

されたデータを用

い、DUCAR の改修

計画を作成する 

指標 2 の達成のためには、毎年実施されるインベントリ調査の結果に

基づき、DUCs が DUCAR 改修計画を作成することが求められる。また、

MoWT に対しては、プロジェクトの残りの期間で、このデータベースを

活用した DUCAR 改修計画の作成方法を移転する必要がある。 

3 DUR に対する道

路維持管理に関す

る予算が確保でき

るようになる 

プロジェクト終了後、DUR に対する道路維持管理に関する予算が確実

に確保されるためには、毎年更新されるデータベースに基づいた、道路

維持管理計画及び予算計画を作成する必要がある。これらの計画は、最

新データの内容を反映し、維持管理に適切な内容で作成されるため、道

路維持管理に関する予算確保において説得力が強いと思われる。 

                                                        
5  プロジェクト名称は、 CONSULTANCY SERVICES FOR CONDITION, SURVEY OF DISTRICT, URBAN AND 

COMMUNITY ACCESS ROADS（DUCAR）。プロジェクト実施形態においては、施主は MoWT で、委託先はウガンダ
のローカルコンサルタント Tamp Blessed 3MS JV. LTD である。 
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総合評価： 

終了時評価時点においては、上位目標の達成見込みを判断することは時期尚早である。しかし

ながら、上位目標達成のための道筋は既に立てられており、目標達成に必要な、道路維持管理

計画や予算計画などの戦略的計画の策定は開始されている。道路維持管理計画に基づいた適切

な維持管理は道路状態の悪化を回避し、予算計画は予算確保の可能性を向上させると思われる。

 終了時評価時点においては、インベントリ調査に必要な GPS 及び GPS 機能付きデジタルカ

メラは、全 DUCs に配布されておらず、確実な調査実施のために調査機材調達等の予算確保の

必要性が確認されている。これは適切な人員配置の必要性と同じく重要課題である。 

 

３－５ 実施プロセスの検証 

（1） プロジェクト進捗と成果 

専門家への聞き取り調査によると、プロジェクト開始当初、パイロットインベントリ調査

は 2013 年 7 月に終了する予定であったが、適切な C/P の配置及び調査に必要な予算配分の遅

延により、2014 年 5 月まで調査は延長されることとなった。 

 

（2） プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の変遷 

2011 年に実施された詳細計画策定調査で作成された PDM ヴァージョン 0 は、2012 年 5 月

11 日に開催された第 1 回 JCC において修正された（PDM ヴァージョン 0 から 1 へ）。その後、

2012 年 7 月 23 日に再度修正され（PDM ヴァージョン 1 から 2 へ）、現在、プロジェクトは

2014 年 2 月 12 日に修正された PDM ヴァージョン 3 に基づいて活動を実施している。上記の

とおり、PDM は適切に修正されていることが確認できる。プロジェクト期間中の修正に関し

ては、下記を参照。 

 

PDM の修正箇所 

 PDM Version 1 PDM Version 2 PDM Version 3 変更点

<成果> 

1-a 

 Basic digital map of DUR 

covers XX% of District roads 

and XX % of Urban roads in 

the country. 

Basic digital map of DUR 

covers 50% of District 

roads and 50% of Urban 

Roads in the country. 

Modified

1-b 

 More than XX % of the 

technical staff at OCR and UR 

Divisions participate in GIS 

training. 

More than 50 % of the 

technical staff at DUR 

Divisions participates in 

GIS training. 

Modified

2-a 

Basic digital map of 

DUR covers XX% of 

District roads and 

XX % of Urban roads 

in the country. 

Road inventory data cover 

25% of DUR network 

resulting from Pilot Survey 

and 50% of the network in the 

end. 

 

Modified
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3-a 

DUR database covers 

XX% of District 

roads and XX % of 

Urban roads in the 

country. 

DUR database covers 50% of 

District roads and 50 % of 

Urban roads in the country.  Modified

<活動> 

3-4   

Discuss how to maintain 

DUR roads, and formulate 

DUR database 

maintenance system at 

MoWT based on the 

discussion. 

Added 

<投入> 

（4） 

 
Travel costs for the C/Ps 

during 1st Quarter, 2012 
 Added 

 

Travel costs for the 

participants of the trainings 

during 1st Quarter,2012 

 Added 

（7）  

Including Telephone Lines, 

Air Conditioner, Internet 

Access and Secretary. Vehicle 

(s) for site surveys 

 Deleted

（10） 

 
Travel costs for the C/Ps after 

1st Quarter, 2012 
 Added 

 

Travel costs for the 

participants of the trainings 

after 1st Quarter, 2012 

 Added 

（15）   

Necessary costs for the 

C/Ps for the data 

processing works after the 

Road Inventory Survey 

Added 

（M/M より抜粋） 

 

（3） プロジェクトにおけるカウンターパート（C/P）のイニシアティブ 

プロジェクト開始当初、日本人専門家の主導によりパイロットインベントリ調査を行い、

C/P は技術や知識を専門家より学ぶことができた。その後、技能を習得した C/P が主体性を

もって調査実施する姿が確認されている。また、DUCs エンジニアにも、そのノウハウを移

転するなど、技術移転を行う姿が確認されている。C/P は、徐々に自信をもちはじめており、

プロジェクト終了後も高いイニシアティブをもってインベントリ調査等を継続すると期待で

きる。 
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第４章 評価 5 項目 
 

以下に 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の評価内容を記す。 

 

４－１ 妥当性 

ウガンダの開発政策、わが国のウガンダに対する援助方針、道路維持管理能力向上におけるニ

ーズとの整合性、地域のニーズとの整合性、そして日本の技術の優位性という観点から、妥当性

は「高い」といえる。 

 

（1） ウガンダの開発政策との整合性 

・ 2010 年に策定された NDP によると、ウガンダは 2040 年までに低所得国から脱却し、中

所得国になるべく、その方針の一つとして、「経済インフラの質及び量の改善」を掲げて

いる。また、運輸交通セクターの具体的な目標として、「道路インフラの拡大と品質向上」

と「運輸交通インフラ及びサービス提供の改善と効率化」を挙げている。 

・ 2008 年に策定された NTMP によると、「地方運輸インフラの改善と維持管理」が道路セ

クター分野における重要な政策の一つとして位置づけられている。 

・ 道路セクターについては、2002 年に策定された「第 2 次道路セクター開発プログラム

（RSDP 2）6」に沿った DUCAR 開発を行うため、2005 年に DUCARIP が策定され、2008

年に議会承認された。これは 10 年間の戦略的な道路維持管理の予算配分を示した計画で

ある。この計画を実行するためにも、DUCAR データベースの構築は必要不可欠であり、

本事業の果たす役割は大きい。 

・ その後、2012 年 6 月に RSDP3 が策定され、そのなかにおいて、包括的な DUCAR アセ

スメント（道路インベントリ、道路状況調査）を通して現状課題を把握し、その解決の

政策改善や関係機関の能力向上に努めるとしている。 

 

DUCAR を適切に維持管理するためには、維持管理及び予算計画の策定が必要となる。本

プロジェクトにより、C/P のインベントリ調査実施能力が向上し、データベースが構築され

ることにより計画の策定が容易となり、強いては MoWT 及び DUCs における DUR の状況把

握及び管理能力の改善も見込まれ、本プロジェクトの目的との整合性は高い。 

 

（2） わが国の対ウガンダ援助方針との整合性 

「対ウガンダ国別援助方針及び事業展開計画（2012 年 6 月改訂）」において、下記の四つ

の重点分野、①経済成長を実現するための環境整備、②農村部の所得向上、③生活環境整備

（保健・給水）、④北部地域における平和構築が打ち出されている。①においては、日本の技

術や知見を生かした案件形成の下、広域インフラ整備（道路及び電力）や運営・維持管理に

係る支援を通じて、内陸国ウガンダの経済成長に不可欠である円滑な物資輸送の供給に貢献

するとしている。 

本案件は、DUCAR データベースを整備することによる DUR の維持管理能力強化に対する

                                                        
6 2002 年に策定され、道路網整備を通じた関連制度や政策の改善、関係機関の能力向上等に取り組むとするプロ
グラム。 
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支援であり、DUCAR が適切に管理されることにより、地方物流が円滑になり、強いては地

方経済の活性化に寄与することから、わが国の援助の方向性と合致している。 

 

（3） 地域のニーズとの整合性 

ウガンダ全体の道路計画・整備・維持管理を担う MoWT にとって、道路名、道路区分、距

離、位置、状況等の基礎的な道路情報を含む DUCAR データベースの未整備は致命的である。

基礎情報がないために、効果的な道路維持管理計画を作成することができず、予算措置が適

切に行えない状況となっている。また、DUCAR の計画・整備・維持管理を直接的に担う各

地方自治体にとっても、最新の道路インベントリデータ収集のニーズは高い。ウガンダ政府

は、2008 年に道路維持管理のためにウガンダ道路基金を設立したが、各地方自治体は地域に

おける道路情報の不足のため、適切な申請書を作成できず、また予算獲得も難しい状況とな

っている。本プロジェクトは、地理情報と道路インベントリを統合した DUCAR データベー

スの構築を柱とし、MoWT 及び地方自治体における道路状況把握及び管理能力の向上をめざ

しており、上記のような受益者の抱えるさまざまな課題に対処することができる。 

 

（4） 日本の技術の優位性 

わが国は、道路維持管理分野においては、長年、モザンビークやベトナム等の世界のさま

ざまな国で、技術協力プロジェクトを実施している。特にデータベースの構築、デジタルマ

ップの作成における日本の技術は最先端であり、本プロジェクトにも効果的に導入されてい

る。 

 

４－２ 有効性 

「成果」達成による「プロジェクト目標」達成への貢献度は十分であり、プロジェクト目標の

達成状況をかんがみると、有効性は「高い」と考えられる。 

 

（1） 「プロジェクト目標」の達成度 

前述の「３－３ プロジェクト目標の達成状況」で示したとおり、道路データベースは構

築中であり、2014 年 12 月までには完成される予定である。計画どおりにプロジェクト目標

が達成されるためには、道路インベントリ調査を完了し、DUCAR データベースをできるだ

け早く完成させることが課題である。なお、この点は、プロジェクト期間内に達成されると

判断される。 

 

（2） 「成果」から「プロジェクト目標」の達成に対するロジック 

本プロジェクトの成果 1～3 は時系列となっており、成果 1 と成果 2 を組み合わせること

で成果 3 が達成され、プロジェクト目標が達成されるという関係になっている。具体的には、

成果 1 の活動を通して作成されたベースマップは、成果 2 のインベントリ調査で活用される。

地理情報とインベントリデータを統合することで成果 3 のデータベースが構築される。三つ

の成果が達成されれば、ウガンダ全土の DUR の位置及びインベントリが把握でき、MoWT

によりデータベースが活用され、プロジェクト目標は達成されるといえる。よって、三つの

成果がプロジェクト目標の達成に貢献するというプロセスと論理性は明確かつ効果的である
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と判断される。 

 

（3） 「成果」から「プロジェクト目標」に至るまでの外部条件」 

外部条件：県の数が分割等によって大幅に変わらない 

 

終了時評価時点においては、ウガンダの県の数は増減していない。よって、外部条件 1 は

満たされているといえる。 

 

（4） JICA の他案件との連携 

2013 年 4 月に、タンザニアで実施されている技術協力プロジェクト（DUCAR）関係者が

ウガンダを訪問し、本プロジェクトの C/P と道路維持管理に関する意見交換を行い、かつ本

プロジェクトのパイロットサイトを訪問した。これらはウガンダ及びタンザニア側双方が、

DUCAR 維持管理の知見を広げるだけにとどまらず、視野をも広げることのできる絶好の機

会となった。また、専門家への聞き取り調査によると、JICA 実施の開発計画調査型技術プロ

ジェクトである「アチョリ」や「アムル」で整備された GIS データを利用することで当該プ

ロジェクトの対象地域では別途インベントリ調査の実施が不要となる等、本プロジェクトに

おいて有効に活用されたことが確認された。 

 

４－３ 効率性 

投入実績により生み出される成果の程度の観点から、効率性は「やや高い」と判断される。 

 

（1） 各「成果」の達成度 

「３－２ 成果の達成状況」に示したとおり、終了時評価時点において、成果 1 は達成さ

れており、成果 2～3 はおおむね達成されている。残りのプロジェクト期間で、DUCAR デー

タベースが 50％以上カバーされれば、プロジェクト終了時までに、すべての成果は達成され

ると判断される。 

 

（2） 成果を達成するための投入の質、量及びタイミング 

日本側及びウガンダ側による投入は、目標達成に向け期待される成果を産出するためにお

おむね必要かつ十分なものであったことが確認された。プロジェクト期間中、本邦研修が 3

回実施された。研修参加者への聞き取り調査によると、研修参加者全員が研修に大変満足し

ていることが確認された。ウガンダではまだ取り入れられていない技術に触れることにより、

もっと新しい技術を学びたい、日本で学んだ技術をウガンダで活用したいという参加者のモ

チベーションが向上した。また、研修を通じて、事前に抱いていた技術的な疑問をも解決す

ることができたのである（日本側）。 

・ MoLHUD が管理している DUCAR の GIS データや DANIDA が支援した GIS データとイ

ンベントリデータ等、ウガンダ政府機関に散在する既存のデータをレビューし、それら

をできるだけ、効果的・効率的に活用することが必要であると判断し、それらの活用に

至ったことは、プロジェクトへの投入を最小限に抑えることができたという点から効率
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性が高いといえる。有効性でも記載のとおり、過去の類似案件のデータを活用したこと

も、効率性を高めた要因といえる（日本側）。 

・ プロジェクト開始時に配置された C/P が、定年退職した 1 名を除き全員が継続して勤務

していることが確認された。MoWT 及び DUCs の道路維持管理能力を改善させるにあた

り、技術支援を受ける C/P の退職や移動がないことの重要性を各組織とも十分に理解し

ているといえる（ウガンダ側）。 

 

（3） 「活動」から「成果」に至るまでの外部条件 

PDM によると、「活動」から「成果」に至るまでの外部条件は四つある。終了時評価時点

において、四つの外部条件のうち一つが満たされていないことが確認された。 

 

外部条件：MoWT のプロジェクト予算が大幅に遅れることなく配分される 

 

MoWT によるプロジェクト予算は、計画どおりに配分されなかったことから、外部条件 1

は満たされているとはいえない。 

 

外部条件：研修に参加した C/P が継続的にプロジェクトに関与する 

 

プロジェクト期間中に研修に参加した C/P は、終了時評価時点でもプロジェクトの活動に

参加していることが確認されているため、外部条件 2 は満たされているといえる。 

 

外部条件：道路区分がウガンダ政府によって確定される 

 

MoWT への聞き取り調査によると、終了時評価時点において、ウガンダの道路区分はウガ

ンダ政府によって確定されているため、外部条件 3 は満たされているといえる。 

 

外部条件：プロジェクトで作成されたマニュアルが、MoWT によって大幅に遅れることな

く正式に承認される 

 

プロジェクトで作成されたマニュアルのドラフトは、2012 年 8 月に道路インベントリ専門

家によって最終化され、2013 年 8 月、MoWT により正式に承認された。よって、外部条件 4

は満たされているといえる。 

 

４－４ インパクト 

上位目標の達成見込み、プロジェクト目標と上位目標が乖離していないこと、及び上位目標達

成に向けたプロジェクトによる正のインパクトが確認されていることから判断すると、インパク

トは「高い」と判断できる。 
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（1） 「上位目標」の達成見込み 

「3-4 上位目標の達成見込み」で記述のとおり、現時点においては上位目標の達成見込み

を判断することは時期尚早である。上位目標の達成のためには、プロジェクト目標の達成が

絶対であり、達成には道路維持管理計画や予算計画の策定など、戦略的な計画が必要である。 

終了時評価時点においては、上位目標達成に必要なこれらの計画を策定するための活動が

既に実施されていることが確認された。道理維持管理計画は道路状態を良好に保つために、

また、予算計画は適切な予算を確保するため、それぞれが必要不可欠な計画である。道路維

持管理計画は道路状態の悪化を回避し、予算計画は適切な予算確保の可能性を向上させる。 

 

（2） プロジェクト目標と上位目標の因果関係 

プロジェクト目標である「地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの

効果的な運用を通じ、MoWT 及び DUCs における DUR の状況把握及び管理能力が改善され

る」が、上位目標である「ウガンダ全土の DUR に対する MoWT 及び DUCs の維持管理及び

改修に向けた能力が強化される」の達成に寄与するためには、残りのプロジェクト期間中に、

①C/P 主導によるインベントリ調査の完了、②DUR データベースの構築、③道路維持管理計

画の活用、④予算計画に基づいた適切な予算の確保、この四つが絶対条件となる。MoWT 及

び DUCs は主体性をもち、上記条件を満たすための活動を開始していることは聞き取り調査

で確認されており、これらが継続して実施されれば、上位目標の達成見込みも高く、プロジ

ェクト目標と上位目標は乖離していない。 

 

（3） プロジェクトの波及効果 

プロジェクト報告書のレビュー、専門家及び C/P への聞き取り調査結果では、プロジェク

ト実施による正のインパクトとして以下が確認された。なお、負のインパクトは確認されて

いない。終了時評価時点において、数名の C/P が、GIS の知識を更に深めるためにマケレレ

大学の修士課程で勉強していることが確認された。また、別のエンジニアはインターネット

を使用して GIS の学習を始めた。このような行動は、プロジェクト活動に参加することによ

り得られたデータベースの必要性や重要性の認識に起因しており、これらの行動の変化は、

プロジェクト成果の持続性に寄与するといえる。また、MoWT は、学習を望む職員に奨学金

をだすことにより、プロジェクトの成果を高める組織的フレームワークの開発を促進させて

いるといえる。 

 

（4） 「プロジェクト目標」から「上位目標」に至るまでの外部条件 

外部条件：DUCAR の改修と管理における MoWT と DUCs の責任・役割が変わらない 

 

「妥当性」で示したとおり、ウガンダにおいては、プロジェクト効果の持続性を確保する

ための政策は維持されるものと判断される。また、終了時評価時点において、DUCAR の改

修と維持管理における MoWT 及び DUCs の役割は変更されていないことが確認されている。 
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４－５ 持続性 

政策的側面における持続性は確保される見通しがあるものの、技術的側面、組織的側面及び財

政的側面における持続性の確保には懸念がみられる。持続性は、以下の観点から「やや高い」と

判断される。 

 

（1） 政策的側面 

「妥当性」で示したとおり、「運輸交通インフラ及びサービス提供の改善と効率化」や「道

路インフラの拡大と品質向上」は、NDP が挙げている低所得国から脱却するための方針の一

つに挙げられている。また、RSDP3 では、包括的な DUCAR アセスメントを通して現状の課

題を把握し、それを解決するための政策改善や関係機関の能力向上に努めるとしており、ウ

ガンダ側でプロジェクト効果の持続性を確保するための政策は維持されるものと判断され

る。 

 

（2） 技術的側面 

プロジェクトで用いられた技術は、インベントリ調査やデータベースの構築など、専門家

が C/P と実践ベースにおいて、ともに作業をすることにより徐々に C/P が習得しつつあると

確認された。実践ベースの活動に参加することにより、自信がつき、現在実施されているイ

ンベントリ調査においては、専門家は同行しないため、C/P がインセンティブをもって DUCs

とともに活動している。 

道路データベースは、MoWT が毎年更新することをめざしており、継続的に活用できるデ

ータベースを構築し、地方自治体による道路インベントリデータも毎年更新することを目的

としている。そのため、データベースの構造を複雑にせず、専門家の支援なしで MoWT が変

更や更新を行えるようにし、また、実践研修への参加や道路点検フォーマット及びマニュア

ルの作成を行ってきた。さらに、道路インベントリデータ収集の項目においては、将来的に

道路区分が変更されてもデータを活用できるよう統一性の高いものにするだけでなく、地方

自治体の限りある人材によっても更新が行えるよう簡易なフォーマットとした。今後、

DUCAR データベース維持管理マニュアルが、MoWT によって正式に承認されることになり、

本プロジェクトで用いられた技術はプロジェクト終了後もウガンダで受容されることが見込

まれる。 

 

（3） 組織的側面 

MoWT のプロジェクトに対するオーナーシップは、プロジェクト活動を重ねるごとに徐々

に確保されつつあるといえる。さらにエンジニアは、プロジェクトが進むにつれ、道路維持

管理に係る必要な予算を確実に確保するための道路維持管理計画の作成は絶対条件であり、

そのためのデータを適切に管理する必要性への理解が深まった。しかし将来に向け、C/P 個

人レベルだけではなく、組織レベルで取り組むことにより、プロジェクト成果を高めるとと

もに継続した維持管理が行われると期待されている。 

プロジェクトの活動を通じて構築された MoWTと DUCsの良好な関係はデータベース等の

プロジェクト成果を維持するためには非常に有効と考えられる。その理由としては、継続し

てデータベースが更新されるためには道路インベントリ調査は必要であり、MoWT のサポー
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トの下、DUCs により実施されることが期待されているからである。MoWT は、プロジェク

ト終了後も必要に応じて、DUCs に研修を提供するだけでなく、連携を効果的にするため、

相互のコミュニケーションを円滑にしつつ、双方の情報共有体制を構築し、良好な関係を維

持することが期待される。 

 

（4） 財政的側面 

DUCAR 維持管理の予算措置のために、ウガンダ道路基金が設立された。しかし、各地方

自治体は DUCAR の情報・状況を把握していなかったため、道路維持管理計画の策定や、そ

れに基づいた年度予算計画の作成がされておらず、適切な予算申請及びウガンダ道路基金の

活用が十分にできていなかった。 

本プロジェクトにおいて、デジタルベースマップの作成、インベントリ調査の実施に伴う

データベースの構築（実施中）が行われることにより、道路維持管理計画だけでなく、予算

計画の策定が可能となる。今後は、データベースの更新等を見守るとともに、既に構築され

たデータベースを使い、予算申請を行うことでプロジェクトの成果は継続される可能性が高

いといえる。 

定期的にデータベースを更新するために、DUCs は、インベントリ調査を実施するための

予算を確保する必要がある。MoWT への聞き取り調査によると、DUCs は MoLG の傘下にあ

るため、インベントリ調査の実施に係る経費は、MoLG によって確保される必要がある。毎

年開催される地方政府財政委員会において、MoLG に道路維持管理の重要性を理解してもら

うのはもちろんのこと、道路維持管理のための予算を確保してもらうことが最重要課題であ

る。 
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第５章 結     論 
 

終了時評価調査の結論として、プロジェクト終了時までにウガンダと日本双方の努力により、

プロジェクト目標である「地理情報と道路インベントリを含む、DUCAR データベースの効果的

な運用を通じ、MoWT 及び DUCs における DUR の状況把握及び管理能力が改善される」はおお

むね達成されるといえる。 

プロジェクトの成果については、デジタルデータベースが構築され、インベントリ調査の技術

やノウハウを専門家が C/P に移転しながら、パイロット調査が実施される姿が確認されている（成

果 1、成果 2）。その後、C/P は、徐々に自らの技術に自信をもちはじめ、終了時評価時点におい

ては C/P が主体的にインベントリ調査を行っていることが確認されている。現在実施中のインベ

ントリ調査は、2014 年 12 月の終了をめざしている（成果 3）。 

データベースの構築は、プロジェクト目標ではなく、むしろ、適切に道路維持管理を実施して

いくために必要な道路維持管理計画や予算計画を策定するための道具として活用することが求め

られている。新たなデータベースを活用することにより、維持管理サイクルを機能させるために

必要な「PDCA サイクル」7における「P=Plan」が可能となる。「P」の実施後、「Do」に向けて動き

出すことが C/P に期待されている。 

これより、本プロジェクトは変化する環境のなかで可能な限りの成功を収めたと考えられるこ

とから、評価チームはスケジュールどおりに終了することが妥当と結論づける。また、構築した

データベースを道路維持管理計画や予算計画の策定に有効に活用されるために、適切な道路維持

管理が長期的に実施されるために必要な活動を、残りのプロジェクト期間で実施するよう、MoWT

及びプロジェクトチームに対し、第 6 章にて提言を行う。 

 

 

                                                        
7 PDCA cycle（plan-do-check-act cycle）は、活動等を円滑に進める手法の一つである。Plan（計画）→ Do（実行）
→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことにより、業務の改善をめざす。 
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第６章 提     言 
 

（1） 道路維持管理における今後の方針について 

道路維持管理については調査（情報収集）、分析、計画、実行といった体系的なサイクル（PDCA

サイクル）に基づき行われることが期待される。つまり、適切な道路維持管理を実施するうえ

で、単に点検等の調査を広範囲で実施するのみならず、点検後の総合的なフォローアップが不

可欠であるということである。これより、MoWT が本プロジェクトの上位目標を達成するため

にはまだ達成されるべき課題が存在すると考える。 

上述の状況を踏まえ、調査団は MoWT に対し、本プロジェクトで構築されたデータベースが

効果的かつ効率的に道路維持管理の PDCA サイクルに活用されるための体系的な枠組みを整備

することを提案する。また、この目的を達成するためには、以下に記載した活動項目をプロジ

ェクト中またはプロジェクト終了後に MoWT が継続的に実施していくことが望まれる。 

 

 MoWT DUCs/LG 

定期的な道路維持管

理の実施 

・ インベントリ調査や研修等に必

要な予算の確保 

・ 調査に必要な DUCs 技術者用の必

要機材の整備 

・ DUCs による道路インベントリ調

査のモニタリング 

・ データベース維持管理のための

MoWT 技術者の割り当て 

・ 継続的な道路インベントリ調査

実施のための DUCs 及び MoWT

技術者への研修の調整及び案内 

・ 定期的なデータベース更新 

・ 定期的な道路インベント

リ調査の実施 

・ 必要な調査団の設置 

・ 補修工事等を実施した際

のデータベース内の情報

更新（MoWT に対して） 

・ 道路インベントリ調査に

係る研修への参加 

データベースの活用 ・ PO 及び年間予算計画の策定のた

めに本プロジェクトで構築した

データベースの活用 

・ PO 及び年間予算計画の策定のた

めの DUCs への必要情報の提供 

・ PO 及び年間予算計画の策

定のために本プロジェク

トで構築したデータベー

スの活用 

 

（2） プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の修正 

本プロジェクトの調査期間中、DUCAR 全体の総延長が当初想定よりも大幅に長いことが判

明し、それに伴い現地点でのインベントリ調査の進捗状況が厳密には達成目標値である 50％に

達していないことが判明した。このような状況のなか、調査団は達成目標値を全体の割合にて

設定するのではなく、達成地域数で設定する方が適切であると判断し、これより、PDM に記載

の評価指標を以下のとおり変更することを提案する。 
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 PDM Version 3 PDM Version 4 

<Outputs 2> 

a 

Road inventory data cover 25％ of DUR 

network resulting from Pilot Survey and 

50％ of the network in the end. 

Road inventory data cover 25％ of DUR network 

resulting from Pilot Survey and approximately half 

of the entire network in the end. 

 

（3） 教 訓 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標の指標 1 として「DUCAR データベースが MoWT に

よって毎年更新される」ことを設定しており、本プロジェクトにて継続的に実施した MoWT 主

体のインベントリ調査により、データベースの情報が日々更新されたことから、指標 1 の達成

度合いを「おおむね達成」と判断した。一方、指標 1 の文脈からは「データベース完成後の定

期的な更新」を意図するような印象も受けかねず、プロジェクト目標の指標として「何を測定

すべきか」より一層明確な指標の表現に努める余地がなかったか、今後の別案件の参考となれ

ば幸いである。 
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１．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）Version 3

Annex 1  

Project Design Matrix (PDM) (Version 3.0) 

Project Title: District and Urban Road (DUR) Mapping and Roads Database Project 
Issued Date: 4, November, 2011, 1st Amended Date: 31st March 2012, 2nd Amended Date: 15th July 2012, 3rd Amended Date: 12th February 2014 
Project Period: April 2012 - March 2015 (three years from the date when the first expert is dispatched)   
Target Areas: Uganda nationwide (District and Urban Roads: DUR) 
Target Group: (Direct) Ministry of Works and Transport, Districts (LC5) and Kampala Capital City Authority;  
(Indirect) Urban Councils (LC4, LC3), other road sector agencies 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important
Assumptions

[Overall Goals] 
MoWT and DUCs capacity for OUR 
rehabilitation and maintenance is 
strengthened in the whole country. 

a. All DUCs prepare timely road 
maintenance plans with updated 
data every year. 

b. MoWT prepares rehabilitation plan 
for DUR network with updated data 
every year. 

c. Allocation of the budgets for DUR 
by the government is increased.

a. DUCs road work plans and progress 
reports 

b. Sector performance reports 
c. Financial records/reports by the 

government 

National budget and URF budget for DUR 
rehabilitation and maintenance are properly 
secured. 

[Project Purpose] 
MoWT and DUCs capacity for ensuring 
DUR assets is improved through the 
effective utilization of DUR database 
including GIS and road inventory data. 

a. DUR database is updated by MoWT 
every year. 

b. DUCs submit road inventory data to 
MoWT every year. 

c. DUR database is utilized for 
preparing work plan, investment 
plan, annual report, etc by MoWT 
and DUCs. 

a. DUR database records
b. Road inventory data 
c. MoWT's and DUCs' plans and 

reports 

The responsibilities of MoWT and DUCs 
for DUR rehabilitation and maintenance do 
not change. 

[Outputs] 
1. Digital base map of DUR is prepared 
using GIS. 

a. Basic digital map of DUR covers 50% of 
District roads and 50% of Urban Roads in 
the country. 
b. More than 50 % of the technical staff at 
DUR Divisions participates in GIS 
training. 

a. DUR database records
b. Attendance sheet of GIS training 
 

The number of Districts does not change 
drastically such as the creation of new 
Districts. 

2. Road inventory data are collected and 
managed properly through the 
collaboration between MoWT and DUCs. 

a. Road inventory data cover 25% of DUR 
network resulting from Pilot Survey and 
50% of the network in the end. 
b. Road inventory formats and manual are 
approved by MoWT 
c. At least 1 person from MoWT and 2 
persons from DUC participate in site 
surveys on road inventory.

a. Road inventory data
b. Road inventory formats, manual and a 
letter of approval 
c. Site survey records 

3. DUR database is established and 
properly maintained by MoWT. 

a. DUR database covers 50% of District 
roads and 50 % of Urban roads in the 
country. 
b. DUR database manual is approved by 
MoWT. 

a. DUR database records
b. DUR database manual and a letter of 
approval. 

[Activities] 
1. Activities for Output 
1-1 Review the existing databases such as 
HDM4/ROMAP (UNRA), RAMPS 
(MoWT) and road G1S major delay. 
Database (MoWT, MoLHUD), and identify 
issues to be improved for DUR database.  
1-2 Obtain digital geographical data for the 
areas which the existing databases do not 
cover 
1-3 Import necessary data from the existing 
databases and compile them in Digital base 
map. 
1-4 Produce tentative Digital base map of 
DUR for each District and compare with a 
road list prepared by each District (name, 
ID, classification, length, etc.) to identify 
the differences 
1-5 Correct the discrepancies of data in 
Digital base map. If necessary, conduct site 
surveys 
1-6 Conduct GIS training on basic skills for 
MoWT. 
 
2. Activities for Output2 
2-1 Review the existing formats and 
manuals for road inventory on National 
road and DUR and identify issues to be 
improved. 
2-2 Prepare the formats and manuals for 
road inventory and condition on DUR. 
2-3 Organize a road inventory survey team 
(at least one person from MoWT and two 
persons from DUC). 
2-4 Conduct road inventory training for 
MoWT and DUC teams. 
2-5 Select pilot Districts and conduct site 
surveys to prepare road inventory as OJT 
for MoWT and DUC teams 
2-6 Conduct site surveys and prepare road 
inventory for other Districts 
 
3. Activities for Output3 
3-1 Compile the road inventory data from 
the site surveys and integrate into Digital 
base map to establish DUR database. 
3-2 Prepare a manual on the maintenance 
of DUR database. 
3-3 Conduct DUR database training (skills 
for update and maintenance) for MoWT 
and other road sector agencies. 
3-4 Discuss how to maintain DUR roads, 
and formulate DUR database maintenance 
system at MoWT based on the discussion. 

[Inputs] The Project budgets allocation secured by 
MoWT without any major delay. 
 
The CIPs who participated in trainings 
available during the Project period. 
 
Road classification shall be confirmed by 
the GoU 
 
Manuals developed by the Project are 
officially approved without any major delay 
by MoWT. 
 
[Pre-condition] 
 
Political stability 
 
C/Ps allocation without any major delay 

[Japanese side]
 
(I) Dispatch of Experts  
Team Leader 
Road Engineer 
GIS Engineer 
Road O&M Training (1) 
Road O&M Training (2) 
Road Inventory Survey (1) 
Road Inventory Survey (2) 
Road Inventory Survey (3) 
Road Inventory Survey (4) 
GIS Mapping 
 
(2) *1)Provision of Equipment 
GIS software and hardware 
Equipment for road inventory such as GPS 
 
(3) C/P Training in Japan and/or third 
country 
 
(4) Cost Shared by Japanese side 
Project Vehicle used by Japanese Experts. 
Local costs for implementing the 
Activities. 
‐ Travel costs for the C/Ps during 1st 

Quarter, 2012 
‐ Travel costs for the participants of 

the training during 1st Quarter, 2012
 
* 1: Provision of Equipment will be 
determined by Japanese Experts and 
MoWT after the commencement of the 
Project. 

[Uganda side]
 
(1) Counterpart personnel (C/P) 
Project Director 
Project Manager 
Project Coordinator 
Counterparts 
 
(2) Facilities and Machinery 
- Project Office Space at MoWT 

Main Office for Japanese Experts 
and Local Experts. 

- Vehicle(s) for site surveys 
(including the cost for fuel and 
driver) 
 

(3) Necessary Data 
- GPS and GIS data on national roads 

(UNRA) 
- GIS data (MoLHUD) 

 
(4) Necessary Arrangement 
- Acquisition of the permission 
- Enforcement of traffic controls 

 
(5) Cost prepared by Uganda side 
- Tax Exemption for the procurement 

of equipment 
- Travel costs for the C/Ps after 1st 

Quarter, 2012 
- Travel costs for the participants of 

the trainings after 1sr Quarter, 2012 
- Necessary costs for the C/Ps for the 

data processing works after the 
Road Inventory Survey
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Annex 2:

Project Name：District and Urban Roads (DUR) Mapping and Roads Database Project Responsible Agency: MoWT Implementing Agency: MoWT
Target Areas: Nationwide (District and Urban Roads: DUR) Updated Date：12/Feb/2014
Duration：April 2012 – March 2015 (three years from the date when the first expert is dispatched) Issued Date：14/Nov/2011

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1.1 Review the existing databases such as HDM4 / ROMAP
(UNRA), RAMPS (MoWT) and road GIS database
(MoWT, MoLHUD), and identify issues to be improved
for DUR database.

1.2 Obtain digital geographical data for the areas which the
existing databases do not cover.

1.3 Import necessary data from the existing databases and
compile them in Digital base map.

1.4 Produce tentative Digital base map of DUR for each
District and compare with a road list prepared by each
District (name, ID, classification, length, etc.) to identify
the differences.

1.5 Correct the discrepancies of data in Digital base map. If
necessary, conduct site surveys.

1.6 Conduct GIS training on basic skills for MoWT.

2.1 Review the existing formats and manuals for road
inventory on National road and DUR and identify issues to
be improved.

2.2 Prepare the formats and manuals for road inventory and
condition on DUR.

2.3 Organize a road inventory survey team (at least one
person from MoWT and two persons from DUC) .

2.4 Conduct road inventory training for MoWT and DUC
teams.

2.5 Select pilot Districts and conduct site surveys to prepare
road inventory as OJT for MoWT and DUC teams.

2.6 Conduct site surveys and prepare road inventory for other
Districts.

3.1 Compile the road inventory data from the site surveys
and integrate into Digital base map to establish  DUR
database.

3.2 Prepare a manual on the maintenance of DUR database.

3.3 Conduct DUR database training (skills for update and
maintenance) for MoWT and other road sector agencies.

3.4 Discuss how to maintain DUR roads, and formulate DUR
database maintenance system at MoWT based on the
discussion.

2nd year (2013-2014) 3rd year (2014-2015)

Output 1. Digital base map of DUR is prepared using GIS.

Annex 2

Output 2. Road inventory data are collected and managed
properly through the collaboration between MoWT and
Districts.

Output 3. DUR database is established and properly maintained

Plan of Operations (Version 2.0)

Activities
1st year (2012-2013)

－
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３．M/M（協議議事録）

－31－



－32－



－33－



－34－



－35－



－36－



－37－



－38－



－39－



－40－



－41－



－42－



－43－



－44－



－45－



－46－



－47－



－48－



－49－



－50－



－51－



－52－



－53－



－54－



－55－



－56－



－57－



－58－



－59－



－60－



－
61
－



－
62
－



－
63
－



－
64
－



－65－



－
66
－



－67－



－
68
－






	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	終了時評価調査結果要約表
	第１章　終了時評価調査の概要
	第２章　終了時評価調査の方法
	第３章　プロジェクトの実績
	第４章　評価５項目
	第５章　結論
	第６章　提言
	付属資料

